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熊本市長 大西 一史 様 
                            2021年２月５日 

新型コロナウイルス感染症対策についての緊急申し入れ 

                  日本共産党熊本地区委員会     
                   委員長  重松 孝文 
                  日本共産党熊本市議団 
                   上野 美恵子 
                   那須 円 
 
 感染が急拡大する中、1月に発出された国の緊急事態宣言は、期限となる 2月 7日以降も全国の
10 都府県で 3 月 7 日まで延長の見通しとなっています。熊本も緊急事態宣言の対象となるステージ
４「爆発的感染拡大」の状況下、県独自の緊急事態宣言が出されてきました。感染源が不明の感染
が広がり、逼迫する医療の受け入れ態勢、減収により事業継続が困難な事業者も増え続け、倒産・廃
業が一気に広がりかねない状況にあります。市民・事業者の実態に即した対策を急ぎ実施し、更なる拡
充が強く求められています。 
 世界的にも長期のパンデミックとなり、さらにはイギリスで始まった変異種が経路不明のまま日本でも患
者が発生・広がっている状況もあり、一層の感染防止対策と市民生活・地域経済への支援が必要な
状況です。 
 本市でも、種々の対策が実施されてきましたが、医療や地域の生業、市民の暮らしを守るために、今
こそ不要不急の事業は見直し、新型コロナ対策を最優先かつ最大の課題として支援策を講じていただ
くよう、以下の点を申し入れます。 
 

⑴ 社会的検査等の抜本的強化と医療機関・保健所への支援に全力をあげること 
① 広島市の感染急拡大地域で実施される80万人規模のPCR検査にならい、本市でも希望する市
民まで含めた一斉の無料 PCR検査を実施すること 

② 医療機関・福祉施設等への「社会的検査」をさらに拡充し、保育園・幼稚園・学校・放課後児童
育成クラブなど、集団感染によるリスクが高い施設の職員、出入り業者及びホットスポットに対しても
定期的な検査を行うこと 

③ 「濃厚接触者」に限定せず、感染リスクのある接触者を広く検査すること 
④ 行政検査に係る自治体の負担を完全になくすために、国に全額国庫負担の制度にすることを求め
ること 

⑤ 介護・福祉施設で従事者に陽性者が発生した場合にも介護・福祉体制を維持できるよう、人的支
援とそれに伴う財政的支援をおこなうこと 

⑥ 新型コロナ患者に対応する病床と人員を確保するためには、地域全体の医療体制を強化すること
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が必須です。医療崩壊を防ぐために、国・県へ医療機関への減収補填をただちに行うよう求めるとと
もに、熊本市独自にも医療への支援を行い、療養施設を確保すること 

 また、感染者を保護するための宿泊療養施設の確保と拡充をおこなうこと 
⑦ 感染源の追跡や相談など、新型コロナへの対応の中心となっている保健所の人的・財政的支援を
抜本的に強化すること 

 また、保健師などが休暇を取れず疲労・疲弊の蓄積している状況を改善すること 
 

⑵ 経営と雇用を守る支援を行うこと 
①事業規模も、雇用者数も考慮しない「協力金」では、事業も雇用も維持できないので、飲食業等に
十分な補償を行うとともに、納入業者・生産者をはじめ関連事業者への支援も行うこと 
また、飲食関連に限らず、新型コロナで影響を受けて経営が厳しくなっているすべての分野へ事業継
続の支援を行うこと 

② 現在行っている市の家賃支援拡充をはじめ、売上等が落ち込んでいる事業者への直接的支援をお
こなうこと 

③ 県に対しては、事業者への協力金の拡充を求めること 
④ 国に対し、持続化給付金・家賃支援給付金の打ち切りを撤回させ、再支給を求めるとともに、雇用
調整助成金のコロナ特例の縮小・休業支援金の打ち切りを撤回させ、感染収束まで継続する支
援策、固定資産税減免の2022年度分についての実施等、感染収束まで継続する支援策を求め
ること 
 

⑶ コロナ禍で仕事を失うなど生活に困窮する人たちへの緊急支援を行うこと 
① 生活福祉資金（緊急小口資金・総合支援資金）を必要な人が活用できるよう、県に対し運
用の改善を求めること、また市として制度の周知に努めること 

② 住居確保給付金の制度の活用の周知を強めること 
③ 厚労省ホームページ同様に「生活保護の申請は国民の権利」であることを周知し、生活保護
制度を必要な人が躊躇なく利用できるようにすること、厚生労働大臣が扶養照会は「義務では
ない」と明言した「扶養親族への照会」はやめること、東京都のように生活保護のネット申請も受
け付けること 

④ 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険料等の新型コロナ減免を拡充し、
2021年度も継続すること 

⑤ 生活困窮者・低所得者など困っている市民に対するワンストップ相談窓口をつくり、相談体制を
強化すること 

⑥ 生活困窮者に対し、食材や生活支援物資等の提供支援を行うこと 
⑦ 新聞・テレビ等で報道されている通り、新型コロナの影響でバイト先がなくなったり、シフトを外さ
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れたりし、大学生・専門学校生等の生活困窮は食に事欠く状況になっています。福岡市では、
困窮する学生等へ 5万円を支給することを決めました。学生の多い政令市である本市において
も、５～10万円程度の給付金を支給すること 
 

⑷ その他 
① 三密を避けた安心安全な学校現場にするため、2021年度から段階的に35人学級を拡充す
ること 

② 改定された新型コロナウイルス対応の特別措置法・感染症法等における罰則規定を撤回する
よう、国へ求めること 

以上 
 

 


